





































































































































































































































































































































パリ条約締結国 イギリス フランス ドイツ イタリア 等１５カ国


































































































































































































































































































































－４２－ 日本経大論集 第４１巻 第２号
近年、アジア地域では原子力開発利用が活発に進行して、韓国、中国、台
湾、インド、パキスタンなどで原子力発電の建設、計画が進行している。」14)





出力 基数 出力 基数 出力 基数
日 本 ４８８４．７ ５４ ４４２．２ ４ １５１６．７ １１
韓 国 １７７１．６ ２０ ６８０．０ ６ ２８０．０ ２
中 国 １０８４．８ １３ ３３２４．２ ３０ ２５５６．２ ２３
台 湾 ５１９．７ ６ ２７０．０ ２
イ ン ド ４５６．０ １９ ５５２．０ ８ ５３０．０ ４




















































































有限 無限 無限 有限 有限 有限
責任限度額 ３億 SDR RMB３億 NT＄４２億








円 貨 １，２００億 約５１億 約４５．５憶円 １４５億円
政府
保証額





































国 名 フィリピン インドネシア マレーシア
根拠法 有 有 有
事業者
の責任
有限 無限 有限 有限 有限
責任限度額 ＄５００万 ９０００億ルピア ５０００万リンギット





















































































日本 １２．５３０ ２９６．１ 百万ドル
中国 ３．１８９ ７５．４ 百万ドル




















2) 2011年 8．30 朝日新聞朝刊
3) 原子力損害賠償に関する条約の概要（社）日本原子力産業会議編 1992年 12月 日本
エネルギー法研究所 諸外国の原子力第 3者制度
4) 平成 15年 4月 10日文部科学省．外務省資料第 2‐2‐2
5) 日本原子力産業協会情報コミニケーション部発行原産協会メールマガジン
6) 2011年 8．29 朝日新聞朝刊
7) 2011年 5．29 朝日新聞朝刊
8) 2011年 6．24 新華社ニース中国通信社
9) 戦争犯罪と法 多賀千賀子 岩波書店
10) 2011年 8．14 日本経済新聞社
11) 原子力損害賠償に関する条約の概要 資料 1‐6 社団法人 日本原子力産業会議編
12) JAIF社団法人日本原子力産業協会シリーズあなたに知ってもらいたい原賠制度 6
13) 日本原子力産業協会情報コミニケーション部発行原産協会メールマガジン 2009年 7
月
14) 平成 15年 4月 10日 文部科学省 外務省 資料国第 2‐2‐2
15) 原子力委員会 原子力白書 2008年 第 5章国際的取り組みの推進
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